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　介護サービス等を利用する場合、原則として費用の１割～３割が利用者負担となり、残りの９割

～７割が介護保険から給付されます。介護保険は、公費 (税金 )と保険料を財源として運営されて

います。

介護保険制度のしくみ

介護保険事業の財源

８. 介護保険制度のしくみとサービス

　介護保険制度は、核家族化や介護者の高齢化など高齢社会の介護問題に対応するため、介護
を必要とする人を社会全体で支える「社会保険制度」として、平成１２年度に始まりました。
　介護保険制度は、介護を必要とする状態になっても、住み慣れた地域でできる限り自立した
日常生活を送ることができるよう、必要なサービスを利用者自らの選択に基づいて利用してい
ただく制度です。

区　民

〇介護費用の９割～７割（保険給付費）を支払う

〇介護予防や地域の総合的な相談拠点

〇保険料の納付
〇要介護・要支援認定等の申請・相談

〇要介護・要支援の認定
〇被保険者証・負担割合証の交付

〇介護保険サービス利用料（介護費用）の
　１割～３割を支払う

〇介護保険サービス等を
　提供する

（被保険者）

護予防や地域の総合的な相談拠

あんしんすこやかセンター
（地域包括支援センター）

世田谷区
（保険者）

介護保険
サービス
事業者等

第１号
被保険者

（65歳以上）の方
の保険料

国負担金

国からの
調整交付金

都負担金

区負担金

23．0％

27．0％

20．0％

50％ 50％

12．5％

12．5％

5．0％
第２号
被保険者

（40歳～64歳まで）
の方の保険料

保
険
料

公　

費
※円グラフの国・都の負担割合

は、居宅給付費（介護保険施設・
特定施設以外）の割合です。

※介護保険施設・特定施設は、
国負担金が１５%、都負担金
が１７. ５%に変わるほかは、
同じ割合です。

 1 介護保険とは
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●介護保険課への問合せ先
名　称 役　割 電話番号 FAX番号

管理係
介護保険の計画策定・財政管理・統計管理・趣旨普及の実施

５４３２-２２９８ ５４３２-３０５９
シニアボランティア・ポイント事業の実施

資格保険料係

第１号被保険者の方の保険料決定・納付相談

５４３２-２６４３

５４３２-３０４２

６５歳到達による資格取得、転出等による資格喪失など

介護保険被保険者証、介護保険負担割合証の交付

保険給付係

保険給付に関すること、住宅改修・福祉用具購入等の支給

５４３２-２６４６高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入
所者介護サービス費の支給

介護認定審査事務係
介護認定審査会の開催および認定審査に関する事務、要介護
認定調査員研修

５４３２-２９１２ ５４３２-３０５９

　４０歳以上の区民の方が介護保険の加入者 (被保険者 )となります。

●第１号被保険者
　６５歳以上の方は第１号被保険者です。

　介護保険料は、６５歳になった月 (誕生日が月の初日の方は前月 )から保険者（区）に納めます。

●第２号被保険者
　４０歳～６４歳で医療保険に加入している方は第２号被保険者です。

　介護保険に加入するのは、４０歳になった月 (誕生日が月の初日の方は前月 )からです。

　介護保険料は、加入した月から医療保険料と共に納めます。

●介護保険加入資格の特例（住所地特例）
　次の施設に入所・入居するために世田谷区から転出した場合は、世田谷区の介護保険に引き続き

加入します。（世田谷区内の施設に転入した場合は、転入前の区市町村の介護保険に引き続き加入

します。）

　〇特別養護老人ホーム (地域密着型特別養護老人ホームを除く )　〇介護老人保健施設

　〇介護療養型医療施設　〇介護医療院　〇有料老人ホーム（注１）

　〇軽費老人ホーム、ケアハウス　〇養護老人ホーム

（注１）　有料老人ホームに該当するサービス (食事、介護、家事援助、健康管理のいずれか )を提

　　　　供するサービス付き高齢者向け住宅を含む。

　※地域密着型特定施設に該当する施設は含まない。

　介護保険の被保険者には、「介護保険被保険者証」を交付します。この被保険者証は介護保険の

被保険者である証明書であるとともに、介護保険サービスを利用するときなどに必要です。交付を

受けたら、記載内容を必ず確認していただくとともに、大切に保管してください。

介護保険サービスの利用を希望する方は、「介護保険サービスを利用するには」（➡８２頁）をご覧ください。

介護保険に加入する方

介護保険被保険者証の交付
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●被保険者証の交付
◆６５歳以上の方 (第１号被保険者 )
  ６５歳の誕生日の前月（誕生日が月の初日の方は前々月）に交付します。（郵送）

◆４０歳～６４歳の方 (第２号被保険者 )
　要介護・要支援の認定を受けたときに交付します。（郵送）

●被保険者証の使い方
　被保険者証は、次のときに必要になります。忘れずにご提示ください。

　〇要介護・要支援認定の申請をするとき。(➡８２頁 )

　〇ケアプランの作成を依頼するとき。(➡８５頁 )

　〇介護保険サービスを利用するとき。(➡８７頁 )

　介護保険の要介護・要支援認定を受けたときに、利用者負担割合が記載された「介護保険負担割

合証」を交付します。

　「介護保険負担割合証」は有効期限（８月から翌年７月）がありますので、有効期限に合わせて

お送りいたします。介護保険サービスを利用するときは、「介護保険負担割合証」の提示が必要に

なりますので、大切に保管してください。利用者負担割合(１割～３割)の基準は以下のとおりです。

負担割合 基準（①②いずれにも該当する場合）

３割

①本人の合計所得金額※２２０万円以上

②同一世帯の６５歳以上の方(本人含む)全員の「年金収入＋その他の合計所得金額」が単身　世帯で

３４０万円以上、２人以上世帯で４６３万円以上

２割

①本人の合計所得金額が１６０万円以上２２０万円未満

②同一世帯の６５歳以上の方(本人含む)全員の「年金収入＋その他の合計所得金額」が単身　世帯で

２８０万円以上３４０万円未満、２人以上世帯で３４６万円以上４６３万円未満

１割 上記以外の方（６５歳未満の方、住民税非課税の方、生活保護受給中の方含む）

※ 合計所得金額…介護保険負担割合を合計所得金額で判定することは、介護保険法施行令第２２条の２によって規定されています。

　 合計所得金額の詳細は、７８頁の「合計所得金額とは」を参照。

　皆さんが納める保険料は、介護保険を運営していくための大切な財源です。保険料をお納めいただ

いていない場合は、預貯金や年金など財産の差押えや介護保険の給付を制限されることがあります。

(➡８０頁 )

●介護保険料のお知らせ
　介護保険料の決定通知書は、住民税課税状況等をもとに保険料段階を決定し、６月中旬にお送り

します。

　なお、年度の途中で６５歳になった方、転入された方、転出された方、住民税課税状況等が変更

となった方などには、随時、介護保険料決定 (変更 )通知書をお送りします。

介護保険負担割合証の交付

６５歳以上の方 ( 第１号被保険者 ) の介護保険料
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●令和３年度～令和５年度の介護保険料

保険料段階 該当する方 料率 年間保険料額
（円）

第１段階
生活保護または中国残留邦人等生活支援給付を受けている方
老齢福祉年金を受けている方で本人および世帯全員（注１）が住民税非課税の
方

０. ３０ ２２, ２４８

第２段階 本人および世帯全員が住民税非課税で、本人の年金収入額（注２）と合計所得
金額（注３）（年金に係る雑所得金額を除く）の合計が８０万円以下の方 ０. ３０ ２２, ２４８

第３段階 本人および世帯全員が住民税非課税で、本人の年金収入額と合計所得金額（年
金に係る雑所得金額を除く）の合計が８０万円を超え１２０万円以下の方 ０. ５０ ３７, ０８０

第４段階 本人および世帯全員が住民税非課税で、本人の年金収入額と合計所得金額（年
金に係る雑所得金額を除く）の合計が１２０万円を超える方 ０. ６５ ４８, ２０４

第５段階 本人が住民税非課税で、本人の年金収入額と合計所得金額（年金に係る雑所得
金額を除く）の合計が８０万円以下で同一世帯に住民税課税者がいる方 ０. ８５ ６３, ０３６

第６段階 本人が住民税非課税で、本人の年金収入額と合計所得金額（年金に係る雑所得
金額を除く）の合計が８０万円を超え同一世帯に住民税課税者がいる方

基準額
１. ００ ７４, １６０

第７段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が１２０万円未満の方 １. １５ ８５, ２８４

第８段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が１２０万円以上２１０万円未満の方 １. ２５ ９２, ７００

第９段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が２１０万円以上３２０万円未満の方 １. ４０ １０３, ８２４

第１０段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が３２０万円以上４００万円未満の方 １. ６０ １１８, ６５６

第１１段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が４００万円以上５００万円未満の方 １. ７０ １２６, ０７２

第１２段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が５００万円以上７００万円未満の方 １. ９０ １４０, ９０４

第１３段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が７００万円以上１,０００万円未満の方 ２. ３０ １７０, ５６８

第１４段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が１,０００万円以上１,５００万円未満の方 ２. ７０ ２００, ２３２

第１５段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が１,５００万円以上２,５００万円未満の方 ３. ２０ ２３７, ３１２

第１６段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が２,５００万円以上３,５００万円未満の方 ３. ７０ ２７４, ３９２

第１７段階 本人が住民税課税で、合計所得金額が３,５００万円以上の方 ４. ２０ ３１１, ４７２

（注１）世帯全員・・・世帯状況は、その年度の４月１日時点のもので判断します。年度の途中で６５歳になった方や、転入した方
は資格の取得日で判断します。年度の途中で世帯状況に変更があっても、翌年度まで保険料に変更はありません。

（注２）年金収入額・・・老齢基礎年金・国民年金・厚生年金・共済年金・年金恩給などの年間受給額です。
（注３）合計所得金額・・・介護保険料を合計所得金額で算定することは、介護保険法施行令第３８条及び第３９条によって規定さ

れています。合計所得金額の詳細は７８頁の「合計所得金額とは」をご確認ください。
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保険料の納め方には次の３つの方法があります。

１

特別徴収：年金からあらかじめ保険料が差し引かれます。

年金受給額が年間１８万円以上の方が対象です。

※年金の受給開始時期等により、特別徴収の開始時期が一人ひとり異なります。

２

普通徴収：納付書または口座振替によるお支払いとなります。

年度途中で６５歳になった方、世田谷区に転入した方、特別徴収対象の年金が年額１８万

円未満の方などが対象です。

３

併用徴収：上記の１と２の併用

特別徴収の方でご本人や世帯の課税状況の変更によって、年度途中に保険料が変更になっ

た方などが対象です。

※介護保険料の納付は、原則、特別徴収となります。（介護保険法第１３５条）

　被保険者が特別徴収か普通徴収かを選択することはできません。

合計所得金額とは
　法令に基づき介護保険料の算定や高額介護サービス費等の区分の判定に用いる合計所得金額
の定義は次のとおりです。

　収入金額から必要経費に相当する金額を控除した金額のことで、扶養控除や社会保険料控除
などの所得控除をする前の金額です。分離所得も含まれ、繰越損失がある場合は繰越控除前の
金額をいいます。土地建物等の譲渡所得がある場合は、合計所得金額より特別控除額を除いた
金額になります。
　平成３０年度税制改正における給与所得控除・公的年金等控除の１０万円引き下げ及び基礎
控除の１０万円引き上げを踏まえ、令和３年度より給与所得の金額及び公的年金等に係る所得
の金額の合計額から１０万円を控除します。

　国民健康保険の加入者が６５歳になる年度においては、６５歳になる月の前月までの第２
号被保険者保険料をその年度内( ７月から翌年３月の９か月)に割りつけています。このため、
６５歳になった月以降も第２号分の保険料を納めることになりますが、６５歳以上の第１号被
保険者保険料と重複することはありません。

４０歳～６４歳の方 ( 第２号被保険者 ) で
国民健康保険に加入されている方へ

介護保険料の納め方（６５歳以上の方）
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　納め忘れがない口座振替をお勧めします。

　預（貯）金通帳、通帳の届け出の印鑑をご持参のうえ、金融機関等にお申込みください。

　一部の金融機関については、介護保険課窓口にてキャッシュカードによる「口座振替受付サー

ビス」を行っています。詳しくは、下記までお問合せください。

【問合せ】介護保険課　資格保険料係（➡７５頁）

〇要介護等認定を受けている方の税申告に伴う障害者控除
　６５歳以上で介護保険の要支援または要介護認定を受けた方が、一定の基準を満たす場合は、

身体障害者手帳をお持ちでなくても、本人またはその被扶養者が所得税・住民税申告の際に「障

害者控除(障害者・特別障害者)」の対象となります。

【問合せ】住所地の総合支所保健福祉課（➡２２頁）

〇医療費控除
  介護保険サービスの利用料の自己負担分については、医療費控除の対象となる場合があります。

詳細は税務署にお尋ねください。

　※区のホームページにも掲載しています。

　　ホーム＞目次から探す＞福祉・健康＞高齢・介護＞介護保険のしくみとサービス＞介護保
　　険についての区からのお知らせ等＞介護保険の利用に伴う医療費控除の取り扱いについて
　　https://www.city.setagaya.lg.jp/mokuji/fukushi/001/001/004/d00135542.html

介護保険料の口座振替

●介護保険料は税金の社会保険料控除の対象です
　該当する年の１月～１２月の１年間に納めた保険料額の確認方法は以下のとおりです。

　なお、納付方法別の書類に記載された額を申告書にご記入ください。（確定申告は記入のみで証

　明書等は不要です。）

年金から納めた保険料
「公的年金等の源泉徴収票」（１月下旬に年金保険者（厚生労働大臣等）

から送付されます。）※遺族年金、障害年金は発行されません。

納付書で納めた保険料 「世田谷区介護保険料納付書（領収証書）」

キャッシュレスで納めた
保険料

「アプリ内の決済履歴」※領収書は発行されません。

口座振替で納めた保険料「介護保険料口座振替済通知書」（１２月下旬に区からお送りします。）

介護保険のサービス利用料等に伴う税金の控除
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　普通徴収の保険料については、随時納付相談を承っております。事情があって一括でお支払いが

困難な場合は分割して納めていただく方法もありますので、介護保険課資格保険料係（➡７５頁）

までご相談ください。

●財産などの差押え
　正当な理由なく継続して保険料のお支払いがない場合には、税や健康保険料と同様に、預貯金や

年金などの財産を差押える場合があります。

●給付額減額等
　納期限から１年以上保険料を納めず納付相談にも応じていただけない方には、介護保険の給付を

制限する場合があります。

１年以上保険料を

滞納すると

本人が、介護保険サービス費を一旦全額負担することになります。介

護保険サービス費を支払った後に、区に対して申請することで９割～

７割の保険給付を受けること（償還払い）になります。

１年６か月以上保険料を

滞納すると

上記に加えて、償還払いの申請をしても、保険給付の一部または全部が

すぐには支払われない「一時差止め」となります。

一時差止めされた保険給付を、滞納している介護保険料に充てる場合

もあります。

２年以上保険料を

滞納すると

介護保険サービス費の利用者負担が通常の負担割合から３割または４割

※まで引上げられたり、高額介護サービス費等が受けられなくなりま

す。

※介護保険サービス費の利用者負担の割合が３割に該当する方は、４割に引上げられます。

介護保険料を納めないでいると
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●延滞金
　介護保険料を定められた納期限内に納められなかった場合、納期限の翌日から納付までの日数に

応じた延滞金が保険料に加算されます。

　◆延滞金の計算式
　①納期限の翌日から３か月以内に納付された場合

　　延滞金＝滞納保険料額×延滞金の割合×日数÷３６５

　②納期限の翌日から３か月を超えて納付された場合

　　延滞金＝上記① +（滞納保険料額×延滞金の割合×３か月経過後の日数÷３６５）

　※期別保険料額が２,０００円未満であるときは、延滞金はかかりません。

　※滞納保険料額に１,０００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てます。

　※確定した延滞金が１,０００円未満であるときは、延滞金はかかりません。

　※確定した延滞金に１００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てます。

●保険料の減免制度
　◆保険料の徴収猶予・減免
　　　火災・震災・風水害等により著しい損害を受けた方や、倒産などにより収入が著しく減少し

た方で、一時的に保険料をお納めいただくことが困難な場合は、保険料を減額・免除、または

徴収を猶予する制度があります。

　◆区独自減額
　　　保険料段階が第３段階または第４段階の方で、年間の収入が１５０万円以下（１人世帯）な

ど、収入、資産等の要件を満たす方を対象に、申請により保険料を減額する制度があります。

　　　詳しくは、介護保険課資格保険料係（➡７５頁）までご相談ください。
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●介護保険サービスの利用を希望する方
　まず、住所地のあんしんすこやかセンター（➡１７頁）、または総合支所保健福祉課（➡２２頁）

に相談してください。ご本人の状況によっては、要介護・要支援認定の申請ではなく、基本チェッ

クリストによる判定を受けていただき、介護予防・日常生活支援総合事業の利用をお勧めすること

もあります。

　認定申請は、ご本人またはご家族が、住所地のあんしんすこやかセンター、または総合支所保健

福祉課の窓口で行います。

●介護保険サービスを利用できる方
　①第１号被保険者（６５歳以上の方）

　　日常生活を送るために介護や支援が必要な方

　②第２号被保険者（４０歳～６４歳で医療保険に加入している方）

　　特定疾病※により、日常生活を送るために介護や支援が必要な方

（１）相談・認定申請

※特定疾病
〇がん（医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがない状態に至ったと
判断したものに限る）　〇関節リウマチ　〇筋萎縮性側索硬化症　〇後縦靭帯骨化症　〇骨折を
伴う骨粗しょう症　〇初老期における認知症　〇進行性核上性麻痺、大脳皮質基底核変性症及
びパーキンソン病　〇脊髄小脳変性症　〇脊柱管狭窄症　〇早老症　〇多系統萎縮症　〇糖尿
病性神経障害、糖尿病性腎症及び糖尿病性網膜症　〇脳血管疾患　〇閉塞性動脈硬化症　〇慢
性閉塞性肺疾患　〇両側の膝関節又は股関節に著しい変形を伴う変形性関節症

　2 介護保険サービスを利用するには

相
談
・
認
定
申
請

認
定
結
果
の
通
知

ケ
ア
プ
ラ
ン
の
作
成

サ
ー
ビ
ス
の
利
用

要
介
護
・
要
支
援
認
定

基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

に
よ
る
判
定

（1） （2） （3） （4） （5）



83

介
護
保
険
制
度
の
し
く
み
と
サ
ー
ビ
ス

8

●要介護・要支援認定

◆認定調査　
区の職員や区が依頼した介護支援専門員（ケアマネジャー）が自宅などを訪問し、心身の状況
等について、ご本人や、ご家族から聞き取りなどの調査を行います。調査は全国共通の基準に
基づき行います。

◆医師の意見書
心身の状況等について、区が直接主治医に意見書の作成を依頼します。
主治医には、あらかじめ要介護・要支援認定の申請をしていることをお伝えください。
主治医がいない場合は、住所地のあんしんすこやかセンター、または総合支所保健福祉課の窓
口にご相談ください。

◆審査・判定
認定調査の結果と主治医の意見書をもとに、保健、医療、福祉の専門家による「介護認定審査会」
で審査し、要介護・要支援状態区分を判定します。

●基本チェックリストによる判定の実施
　あんしんすこやかセンターで基本チェックリスト（➡７３頁）による判定を実施し、結果が一
定基準に該当した方（事業対象者）は、要支援認定に該当しなくても、介護予防・生活支援サー
ビスを利用できる場合があります。

（２）要介護・要支援認定、基本チェックリストによる判定の実施

（３）認定結果の通知

〇介護保険被保険者証	

○健康保険被保険者証（第２号被保険者の場合）	

○マイナンバーカード（個人番号カード）または

　通知カード（住民票記載内容と相違ない場合のみ）

○本人確認書類（マイナンバーカード、健康保険被保険者証、運転免許証など）

　※第２号被保険者の方は、健康保険被保険者証が必ず必要です。

　区の介護認定審査会による判定に基づき、認定結果を「認定結

果通知書」により通知します。

　「介護保険被保険者証」と利用者負担の割合（１割～３割）

が記載された「介護保険負担割合証」を同時に交付しますので、

内容を確認してください。

認定申請に必要なもの

お電話いただければ申請書を郵送します。
インターネットでダウンロードもできます。

在宅生活か施設利用か悩む場合
は、あんしんすこやかセンター、
総合支所保健福祉課にご相談く
ださい。
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Q：要介護認定の申請をしてから、認定まではどのくらいの期間がかかるのですか。
A：要介護・要支援認定は、申請から結果通知までを通常３０日以内に行うように定められて

います。しかし、訪問調査の実施や、主治医意見書の作成の遅れ等により、やむを得ず
３０日を超えて結果の通知をする場合もあります。

Q：状態が悪くなり、もっとサービスが必要になったときは
A：心身の状況の変化などで、介護や支援を必要とする程度が変わったときは、いつでも区分

変更の申請ができます。

Q：認定結果に不服があるときは
A：要介護・要支援認定の結果への疑問や納得できない場合は、まず、住所地の総合支所保健

福祉課にご相談ください。その上で納得できない場合は、認定通知を受け取った日の翌日
から３か月以内に、東京都に設置されている「介護保険審査会」に審査請求をすることが
できます。

要
介
護
・
要
支
援
認
定
に
よ
る
判
定
結
果

基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト

に
よ
る
判
定
結
果

要介護１～５

【要介護状態区分】 【利用できるサービス】

要支援１・２

認定非該当

事業対象者

必要に応じて基本
チェックリストに
よる判定 

※65歳以上のすべての方が利用できる「一般介護予防事業」もあります。（➡７１頁）

介護サービス（介護給付）
日常生活で介護を必要とする度合
いの高い人が、生活の維持・改善を
図るために受けるサービスです。
（➡８８頁）

介護予防サービス（予防給付）
介護を必要とする度合いが低く、心
身機能が改善する可能性が高い人
などが受けるサービスです。
（➡８８頁）

介護予防・生活支援サービス
要支援1・2の方または基本チェック
リストによる判定の結果が一定基
準に該当した方（事業対象者）を対
象としたサービスです。
（➡８８頁）
※要支援１・２の方は、介護予防
サービスと介護予防・生活支援サー
ビスを合わせて利用できます。

●要介護状態区分と利用できるサービス
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●在宅サービスを利用するとき

◆サービス・内容が決まったら、サービス事業者と利用の契約をします。
◆ケアマネジャー・あんしんすこやかセンターは、ケアプランに基づき提供されるサービスが適切
　に実施されているかを確認し、修正や変更を行います。

（４）ケアプランの作成

　　 〇訪問を受けて利用するサービス（➡８９頁）　○通所して利用するサービス（➡９１頁）

　　 ○短期間入所するサービス（➡９４頁） ○福祉用具の貸与・購入費、住宅改修費（➡９８頁）

※通い・訪問・宿泊を組み合わせたサービスを利用する場合は、次ページ「入所施設などを利用するとき」をご覧く

ださい。

※ケアプランの作成には利用者の費用負担はありません。

※ケアプランは利用者ご自身で作成することも可能です。（介護予防のケアプランの一部は除く）自己作成を希望する

場合は、住所地の総合支所保健福祉課にお問い合わせください。

（１）居宅介護支援事業所のケアマネジャーにケアプラン（居宅サービス計画）の作成を依頼
　　します。

（２）ケアマネジャーが要介護者のもとを訪問し、ご本人の状況、ご本人やご家族の希望、家族
　　や住宅の状況などを総合的に把握してケアプラン原案を作成し、ご本人、ご家族、専門職
　　で協議してケアプランを決定します。

　住所地のあんしんすこやかセンターに、生活機能改善や向上に向けた介護予防のケアプラン
（介護予防サービス計画）の作成を依頼し、相談しながら利用するサービス内容を決めて
いきます。

　住所地のあんしんすこやかセンターに、必要に応じて介護予防のケアプランの作成を依頼し、
相談しながら利用するサービス・内容を決めていきます。ケアプランの作成を依頼した後、「介
護保険被保険者証」と「介護保険負担割合証」が交付されます。

要介護１～５

要支援１・２

事業対象者

本　　人

ケアマネジャー
あんしんすこやかセンター サービス事業者

①契約
④契約

⑥支払
⑤サービス

提供

②ケアプラン作成
③ケアプランに基づき

サービス事業者と連絡調整
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●入所施設などを利用するとき

　○施設に入居・入所して利用するサービス（➡９５頁）

　○通い・訪問・宿泊を組み合わせて利用するサービス（➡９３頁）

居宅介護支援事業所と介護支援専門員（ケアマネジャー）
　居宅介護支援事業所は、介護を必要とする方が、適切な介護サービス等を利用できるように、
ケアプラン（居宅サービス計画）の作成を行う介護支援専門員（ケアマネジャー）が所属する
事業所です。介護支援専門員（ケアマネジャー）は、保健・医療・福祉・介護などの知識を持ち、
ご本人やご家族の意向を聞きながら、ケアプランの作成や見直しを行うとともに、サービス事
業所や施設、医療機関との連絡・調整などの業務を行い、給付管理も行います。

　介護サービスを利用するには、ケアマネジャーやあんしんすこやかセンターの職員がケアプ

ランを作成しますが、利用者本人や家族の皆さんが介護サービス事業所の状況を調べてサービ

ス選択の参考にすることができます。

１.　介護サービス情報公表システム(東京都情報)

　　 http://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp/13/index.php

　　 事業所の運営方針、サービス内容、設備の状況、利用料、職員数等の情報をインターネッ

　　 トにより確認することができます。

２.　とうきょう福祉ナビゲーション　http://www.fukunavi.or.jp

　　 福祉サービス第三者評価を受審している事業者の第三者評価の結果や事業所の基本情報を

　　 インターネットにより確認することができます。

介護サービスの選び方

　入居・入所を希望する施設やサービスの利用を希望する事業所を選び、契約後、施設や事業所の

ケアマネジャーがケアプランを作成し、ケアプランに基づいて、サービスを利用します。

Q：ケアマネジャーに何を相談したらいいの？
Ａ：ケアプランの作成時や、その後の定期的なモニタリング※の時に、遠慮せずに、ご本人・ 
　　ご家族の状況や意向などの詳細を伝え、わからないことがあれば何でも質問しましょう。
　　※ケアプランの実施状況やその効果等を、担当のケアマネジャーが訪問などにより確認
　　　すること。
Q：ケアマネジャーとの関係がうまくいかない時は？
Ａ：ケアマネジャーを変更することもできます。
　　 ①ケアマネジャーか居宅介護支援事業所に変更を申し入れます。
　　②別の居宅介護支援事業所やあんしんすこやかセンターにケアマネジャーの変更の相談
　　　をします。
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　ケアプランに基づきサービスを利用します。

　利用時には、サービス事業者に「介護保険被保険者証」と「介護保険負担割合証」を提示します。

ケアプランに基づいてサービスを利用した際、利用者は費用の１割～３割を負担します。負担割合

は「介護保険負担割合証」で確認できます。

　サービスを利用するときの費用負担については、１００頁の「4サービスを利用するときの費用

負担」をご覧ください。

※介護予防・生活支援サービスの費用負担はサービスによって異なります。

　認定の有効期間は新規・区分変更の場合は６～１２か月で、認定が更新される場合は６か月～３

年間（令和３年度中に６か月～４年間に変更予定）となります。

　この有効期間が満了すると、介護保険のサービスは受けられませんのでご注意ください。

引き続き介護保険のサービスを利用する見込みである場合は、有効期限満了の日の６０日前から満

了の日までに、被保険者証を添付して更新の申請をしてください。

　心身の状況の変化などで介護や支援を必要とする程度が変わったときは、いつでも区分変更の申

請ができます。

【申請・相談窓口】　住所地のあんしんすこやかセンター（➡１７頁）、住所地の総合支所保健福祉
　　　　　　　　　課（➡２２頁）

（５）サービスの利用

認定結果の有効期間と更新手続き

●現在入院中の場合
　入院中の場合は、状態が変化しやすいため、正しい調査・認定ができない場合があります。
主治医とよく相談して、病状が安定するか、退院の予定が決まった時期に申請してください。

●緊急に介護保険サービスを利用したい時は
　住所地のあんしんすこやかセンター、総合支所保健福祉課または居宅介護支援事業所にご相
談ください。
　要介護・要支援認定の結果が出る前に、介護保険サービスを利用するためには、暫定的な計
画をたて、それに基づきサービスを受ける必要があります。要支援１以上の判定結果が出たら、
暫定プランを確定させ、介護保険の給付を受けることができます。
　なお、要介護、要支援認定の結果が非該当となり、自立と判定された場合は、介護保険から
の給付は受けられず全額自己負担となりますので、ご注意ください。
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　要介護・要支援認定、基本チェックリストによる判定の結果、要介護状態区分に応じたサービス

を利用することができます。

サービスの種類と費用のめやす

要介護

事業対象者

要支援

地域密着型
サービス

要介護１～５の方が利用できるサービス

事業対象者の方が利用できるサービス

要支援１・２の方が利用できるサービス

原則、世田谷区に住所がある方のみが利用できるサービス

　世田谷区内でサービスを利用した際の費用の例です。

　掲載している種類・内容・費用は各サービスの一部になります。また、掲載している費用もサー

ビスの提供体制、利用状況等に応じて算定される加算・減算項目があり、その算定によって自

己負担分も増減します。なお、居宅サービスおよび地域密着型サービスは、１か月あたりの支

給限度基準額（➡１００頁）が保険給付の対象となります。

　サービスの種類によって、食費や居住（滞在）費、宿泊費等、保険給付の対象とならない費

用が別途かかるものがあります。

　一定以上の所得のある方は２割または３割負担となりますが、月々の自己負担分が一定の上

限額を超えた場合は高額介護サービス費（➡１００頁）の支給対象となります。

　各サービスの費用めやすには、１割負担の場合の自己負担分も参考に記載しています。
　一定以上の所得のある方は、２割または３割負担となるため、自己負担分は約２倍または３倍
です。

各サービスの費用のめやす・自己負担分

費用のめやす 自己負担分
（１割負担の場合）

※障害者向けサービスを利用可能な方も、訪問介護などの共通するサービスについては、介護

　保険のサービスを優先して利用することとなります。

※労災などの介護補償給付費等を受けている方は、介護保険サービスとの調整が必要になりま

　すので、住所地の総合支所保健福祉課にその旨を申し出てください。また、サービスの利用

　が必要となった理由が第三者行為（交通事故など）による場合も、同様に申し出てください。

　3 介護保険で利用できるサービス
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事業対象者要支援

　

　ホームヘルパーが居宅を訪問し、食事・排せつ・入浴などの身体介護や、調理・洗濯などの生活

援助を行います。

サービスの種類 利用回数・時間等 費用のめやす
自己負担分

（１割負担の場合）

身体介護中心

１回あたり２０分未満 １, ９０３円 １９１円

１回あたり２０分以上３０分未満 ２, ８５０円 ２８５円

１回あたり３０分以上１時間未満 ４, ５１４円 ４５２円

生活援助中心
１回あたり２０分以上４５分未満 ２, ０８６円 ２０９円

１回あたり４５分以上 ２, ５６５円 ２５７円

※早朝・夜間（６～８時、１８時～２２時）は２５％加算、深夜（２２時～翌日６時）は５０％加算

◆介護保険事業者によるサービス

サービスの種類 サービス内容 費用のめやす 自己負担分
（１割負担の場合）

総合事業訪問介護サービス
（従前相当）

ホームヘルパーによる掃除、洗濯、調理、
買い物等の生活支援及び、入浴介助など
の身体的介助

週１回程度利用
１３, ４０６円／月

週２回程度利用
２６, ７７８円／月

週１回程度利用
１, ３４１円／月
週２回程度利用

２, ６７８円／月

総合事業生活援助サービス
（区独自基準）

ホームヘルパー等（一定の研修受講者を
含む）による掃除、洗濯、調理、買い物
等の６０分以内の生活支援

２, ５７６円／回 ２５８円／回

◆住民参加型サービス

支えあいサービス
住民等が買い物同行、掃除、洗濯・布団
干し、調理補助、ごみ出し等の簡易な家
事援助を原則３０分以内で実施

１回　１００円
（プラン上、３０分超は２００円）

◆短期集中型サービス

専門職訪問指導
理学療法士や管理栄養士等が訪問して、
生活改善のためのアドバイス等を実施

（１回１時間程度）

　　　　１回目　　　 無　　料
　　　　２回目以降　 ４００円

訪問を受けて利用するサービス

　訪問介護（ホームヘルプ）

訪問介護サービスの対象とならないもの（例）
○利用者以外（同居の家族等）のための家事  ○草むしり、花木の水やり　
○犬の散歩などのペットの世話  ○大掃除　○話し相手　○趣味嗜好にかかる外出介助　など
※詳しくは、サービス事業者、ケアマネジャーにご相談ください。

　介護予防・生活支援サービス（訪問型サービス）

要介護
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　看護師などが居宅を訪問し、病状の観察や療養上の世話、診療の補助などを行います。

サービスの種類 サービス内容 費用のめやす
自己負担分

（１割負担の場合）

訪問看護
ステーションから

のサービス

１回あたり３０分未満
要介護

５, ３５８円 ５３６円

１回あたり３０分以上１時間未満 ９, ３５９円 ９３６円

１回あたり３０分未満
要支援

５, １３０円 ５１３円

１回あたり３０分以上１時間未満 ９, ０２８円 ９０３円

病院または診療所
からのサービス

１回あたり３０分未満
要介護

４, ５３７円 ４５４円

１回あたり３０分以上１時間未満 ６, ５３２円 ６５４円

１回あたり３０分未満
要支援

４, ３４３円 ４３５円

１回あたり３０分以上１時間未満 ６, ２９２円 ６３０円

※早朝・夜間（６～８時、１８時～２２時）は２５％加算、深夜（２２時～翌日６時）は５０％加算

　その他、緊急時の訪問の際に、割増になる場合もあります。

　医師、歯科医師、薬剤師、管理栄養士などが居宅を訪問し、療養上の管理や指導、助言等を行い

ます。

サービスの種類 サービス内容 費用のめやす
自己負担分

（１割負担の場合）
医 師 １回あたり（月２回限度） ５, １４０円 ５１４円

歯 科 医 師 １回あたり（月２回限度） ５, １６０円 ５１６円

薬 局 の 薬 剤 師 １回あたり（月４回限度） ５, １７０円 ５１７円

管 理 栄 養 士 １回あたり（月２回限度） ５, ４４０円 ５４４円

歯 科 衛 生 士 １回あたり（月４回限度） ３, ６１０円 ３６１円

※同時に診療や投薬、検査、処置などを受けた場合、別途、医療保険の負担が必要です。

　訪問看護

１回あたり　

費用のめやす
自己負担分

（１割負担の場合）
３, ４０７円 ３４１円

　訪問リハビリテーション

　リハビリの専門職（理学療法士・作業療法士等）

が居宅を訪問し、リハビリテーションを行います。

１回あたり　

費用のめやす
自己負担分

（１割負担の場合）
要介護 １４, ３６４円 １, ４３７円

要支援 ９, ７１２円 ９７２円

　訪問入浴介護

　居宅療養管理指導　 　介護予防居宅療養管理指導

　介護職員と看護職員が、浴槽を積んだ入浴車で

居宅を訪問し、入浴の介助を行います。

要介護

要介護

要介護

要介護

　介護予防訪問看護要支援

　介護予防訪問リハビリテーション要支援

　介護予防訪問入浴介護要支援

要支援

／

／

／

／
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　日中・夜間を通じて１日複数回の定期訪問と随時の対応で、介護・看護を一体的に提供します。

要介護状態
区分

訪問看護を行わない場合
（１か月あたり）※

訪問看護を行う場合
（１か月あたり）

費用のめやす 自己負担分
（１割負担の場合） 費用のめやす 自己負担分

（１割負担の場合）
要介護１ ６４, ９４５円 ６, ４９５円 ９４, ７５６円 ９, ４７６円

要介護２ １１５, ９１５円 １１, ５９２円 １４８, ０２９円 １４, ８０３円

要介護３ １９２, ４６６円 １９, ２４７円 ２２５, ９５９円 ２２, ５９６円

要介護４ ２４３, ４６９円 ２４, ３４７円 ２７８, ５４７円 ２７, ８５５円

要介護５ ２９４, ４５０円 ２９, ４４５円 ３３７, ４５１円 ３３, ７４６円

※訪問看護事業所と連携してサービスを提供する定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所において、

　訪問看護サービスを行う場合、訪問看護費用の自己負担（１割負担の場合、要介護１～４は

　３,３６８円／月、要介護５は４,２８０円／月）が別途かかります。

　定期巡回・随時対応型訪問介護看護

　夜間の定期巡回や、通報を受けての訪問により、排せつなどの介護その他の日常生活上の世話を

行います。

費用のめやす 自己負担分
（１割負担の場合）

基本料　１か月あたり １１, ６８５円 １, １６９円

定期巡回サービス( １回) ４, ４００円 ４４０円

随時訪問サービス( １回) ６, ７０３円 ６７１円

※２２時～翌日６時を含めた時間を、各事業所が対応する時間としてサービスを提供しています。

　夜間対応型訪問介護

　通常規模／７～８時間未満利用（１日あたり）

要介護
状態区分 費用のめやす

自己負担分
（１割負担の場合）

要介護１ ７, １３９円 ７１４円

要介護２ ８, ４２５円 ８４３円

要介護３ ９, ７６６円 ９７７円

要介護４ １１, ０９６円 １, １１０円

要介護５ １２, ４４７円 １, ２４５円

　通所介護(デイサービス)

　通所介護施設で、日常生活上の世話や機能

訓練などを日帰りで行います。

　※費用は施設の規模によって異なります。

通所して利用するサービス

要介護

要介護

要介護

地域密着型
サービス

地域密着型
サービス
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７～８時間未満利用（１日あたり）

要介護
状態区分 費用のめやす

自己負担分
（１割負担の場合）

要介護１ ８, １７５円 ８１８円

要介護２ ９, ６６８円 ９６７円

要介護３ １１, ２０５円 １, １２１円

要介護４ １２, ７３１円 １, ２７４円

要介護５ １４, ２５７円 １, ４２６円

（１か月あたり）

療養通所介護 １３８, ３３１円 １３, ８３４円

　地域密着型通所介護(デイサービス)

　定員が１８人以下の小規模な通所介護施設

で、日常生活上の世話や機能訓練などを日帰

りで行います。

　療養通所介護を行う事業所は、難病等によ

る重度の要介護者等で常時看護師による見守

りを必要とする方が対象です。

◆短期集中型サービス
介護予防

筋力アップ教室
民間事業者が運営する短期集中型の教室に通い、筋
力向上およびセルフケア等のプログラムを受ける １教室　２, ４００円

◆住民主体型サービス

地域デイサービス 住民やNPO法人が運営する定期的な「通いの場」
で食事や介護予防を目的とした活動を行う 食事代等の実費負担

◆介護保険事業者によるサービス

サービスの種類 サービス内容 費用のめやす
自己負担分

（１割負担の場合）

総合事業通所介護
サービス（ 従 前 相 当 ）

日常生活上の支援や機能訓練を行う３時間以
上のデイサービス

週１回程度利用
１８, ２２４円／月

週２回程度利用
３７, ３６５円／月

週１回程度利用
１, ８２３円／月
週２回程度利用
３, ７３７円／月

総合事業運動器能向上サー
ビス（ 区 独 自 基 準 ）

運動器機能訓練を主とした３時間未満のデイ
サービス ３, ６０７円／回 ３６１円／回

　介護予防・生活支援サービス（通所型サービス）

　医療機関や介護老人保健施設等で、

リハビリテーションを日帰りで行います。

※費用は施設の規模によって異なります。

通所リハビリテーション（デイケア）

介護予防通所リハビリテーション

要介護

要介護

地域密着型
サービス

要支援

要支援

事業対象者

　通常規模／３～４時間未満利用（１日あたり）

要介護
状態区分 費用のめやす 自己負担分

（１割負担の場合）
要介護１ ５, ３６１円 ５３７円
要介護２ ６, ２２７円 ６２３円
要介護３ ７, ０８１円 ７０９円
要介護４ ８, １９１円 ８２０円
要介護５ ９, ２７９円 ９２８円

要支援１ ２２, ７８８円 ２, ２７９円
要支援２ ４４, ３８８円 ４, ４３９円

（１か月あたり）
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７～８時間未満利用（１日あたり）

要介護
状態区分 費用のめやす

自己負担分
（１割負担の場合）

要介護１ １１, ０１１円 １, １０２円
要介護２ １２, ２１０円 １, ２２１円
要介護３ １３, ４０８円 １, ３４１円
要介護４ １４, ６０７円 １, ４６１円
要介護５ １５, ８０６円 １, ５８１円
要支援１ ９, ５３４円 ９５４円
要支援２ １０, ６４４円 １, ０６５円

１か月あたり

要介護
状態区分 費用のめやす

自己負担分
（１割負担の場合）

要介護１ １１５, ６９５円 １１, ５７０円
要介護２ １７０, ０２９円 １７, ００３円
要介護３ ２４７, ３４１円 ２４, ７３５円
要介護４ ２７２, ９８２円 ２７, ２９９円
要介護５ ３００, ９９８円 ３０, １００円
要支援１ ３８, １６１円 ３, ８１７円
要支援２ ７７, １２２円 ７, ７１３円

１か月あたり

要介護
状態区分 費用のめやす

自己負担分
（１割負担の場合）

要介護１ １３８, ０６１円 １３, ８０７円
要介護２ １９３, １７３円 １９, ３１８円
要介護３ ２７１, ５５０円 ２７, １５５円
要介護４ ３０７, ９９１円 ３０, ８００円
要介護５ ３４８, ３８４円 ３４, ８３９円

　通所介護施設で認知症の方を対象に、日常

生活上の世話や機能訓練などを日帰りで行い

ます。

　「通い」を中心として、利用者の状況に応

じ「宿泊」や「訪問」のサービスを１つの事

業所で組み合わせて提供します。

　小規模多機能型居宅介護と訪問看護を組み

合わせてサービスを提供します。

　認知症対応型通所介護（デイサービス）

　小規模多機能型居宅介護

　看護小規模多機能型居宅介護

　介護予防認知症対応型通所介護

　介護予防小規模多機能型居宅介護

通い・訪問・宿泊を組み合わせて利用するサービス
　サービス利用にあたっての計画は、各事業所の介護支援専門員が作成します（居宅介護支援事業

所及びあんしんすこやかセンターのケアマネジャーによるケアプラン等の作成の必要はありませ

ん）。利用を希望される場合は、事業所に利用の申し込みをしてください。

要介護

要介護

要介護

地域密着型
サービス

地域密着型
サービス

要支援

要支援
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併設型・多床室の利用（１日あたり）

要介護
状態区分 費用のめやす

自己負担分
（１割負担の場合）

要介護１ ６, ６１５円 ６６２円
要介護２ ７, ３８１円 ７３９円
要介護３ ８, １８０円 ８１８円
要介護４ ８, ９４６円 ８９５円
要介護５ ９, ７０１円 ９７１円
要支援１ ４, ９５０円 ４９５円
要支援２ ６, １６０円 ６１６円

併設型・多床室の利用（１日あたり）

要介護
状態区分 費用のめやす

自己負担分
（１割負担の場合）

要介護１ ９, ０１４円 ９０２円
要介護２ ９, ５４８円 ９５５円
要介護３ １０, ２３５円 １, ０２４円
要介護４ １０, ８０１円 １, ０８１円
要介護５ １１, ３９０円 １, １３９円
要支援１ ６, ６４９円 ６６５円
要支援２ ８, ３７１円 ８３８円

　介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

などに短期入所し、日常生活上の世話や機能

訓練などを行います。

　介護老人保健施設や介護療養型医療施設な

どに短期入所し、看護・医学的な管理のもと

で、介護やリハビリテーション、必要な医療

を行います。

　短期入所生活介護（ショートステイ）

　短期入所療養介護（ショートステイ）

　介護予防短期入所生活介護

　介護予防短期入所療養介護

短期間入所するサービス

要介護

要介護

要支援

要支援
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１日あたり

要介護
状態区分 費用のめやす

自己負担分
（１割負担の場合）

要介護１ ５, ８６４円 ５８７円
要介護２ ６, ５８３円 ６５９円
要介護３ ７, ３４６円 ７３５円
要介護４ ８, ０４４円 ８０５円
要介護５ ８, ７９６円 ８８０円
要支援１ １, ９８３円 １９９円
要支援２ ３, ３８９円 ３３９円

　有料老人ホームなどに入居している方に、

日常生活上の世話や介護を提供します。

※施設利用の契約や利用形態により、自己負

担する費用は異なります。

※外部サービス利用型の施設を除き、同時に

他の介護保険サービス（居宅療養管理指導

を除く）を利用することはできません。

　特定施設入居者生活介護 　介護予防特定施設入居者生活介護

施設に入居・入所して利用するサービス
　サービス利用にあたっての計画は、各施設・事業所のケアマネジャー等が作成します（居宅介護

支援事業所及びあんしんすこやかセンターのケアマネジャーなどによるケアプラン等の作成の必要

はありません）。利用を希望される場合は、直接施設・事業所に利用の申し込みをしてください。

ただし、主に世田谷区内にある介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）及び地域密着型介護老人

福祉施設入所者生活介護（地域密着型特別養護老人ホーム）については、申し込み方法が異なりま

す（➡９６頁）。

　現在、世田谷区には地域密着型特定施設入居者生活介護（定員２９人以下の小規模な有料老人ホー

ムなど）はありません。

　地域密着型特定施設入居者生活介護

１日あたり

要介護
状態区分 費用のめやす

自己負担分
（１割負担の場合）

要介護１ ８, １９６円 ８２０円
要介護２ ８, ５７８円 ８５８円
要介護３ ８, ８３９円 ８８４円
要介護４ ９, ０１４円 ９０２円
要介護５ ９, １９９円 ９２０円
要支援２ ８, １５３円 ８１６円

　共同生活をする住居に入居する認知症の方

に、日常生活上の世話や機能訓練を行います。

※施設利用の契約や利用形態により、自己負

担する費用は異なります。

※同時に利用できる他の介護保険サービス

は、居宅療養管理指導のみです。

　認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

　介護予防認知症対応型共同生活介護
※要支援１の方は利用できません。

要介護

要介護

要支援／

地域密着型
サービス

地域密着型
サービス要介護

要支援
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ユニット型個室の利用（１日あたり）

要介護
状態区分 費用のめやす

自己負担分
（１割負担の場合）

要介護３ ８, ７５２円 ８７６円

要介護４ ９, ５２６円 ９５３円

要介護５ １０, ２６７円 １, ０２７円

　常時介護が必要で居宅での生活が困難な方

が入所する定員２９人以下の施設で、食事や

排せつなど日常生活上の世話や、療養上の世

話を行います。

　地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
　（地域密着型特別養護老人ホーム）

※原則、要介護３～５の方が対象です。

※原則、要介護３～５の方が対象です。

　常時介護が必要で居宅での生活が困難な方が入所する施設で、食事や排せつなど日常生活上の世

話や、療養上の世話を行います。

要介護
状態区分

多床室の利用　１日あたり ユニット型個室の利用　１日あたり

費用のめやす 自己負担分
（１割負担の場合） 費用のめやす 自己負担分

（１割負担の場合）
要介護３ ７, ７６０円 ７７６円 ８, ６４３円 ８６５円

要介護４ ８, ５０２円 ８５１円 ９, ３９５円 ９４０円

要介護５ ９, ２３２円 ９２４円 １０, １２６円 １, ０１３円

　介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

特別養護老人ホーム・地域密着型特別養護老人ホームへの入所申し込みについて
【申し込み方法】
①　世田谷区内及び、世田谷区外の９施設（➡１１１頁）については、住所地の総合支所保健
　　福祉課（➡２２頁）へご相談のうえ、申し込みをしてください。
②　①以外の施設については、入所を希望される施設に直接申し込みをしてください。

多床室の利用（１日あたり）

要介護
状態区分 費用のめやす

自己負担分
（１割負担の場合）

要介護１ ８, ５８９円 ８５９円
要介護２ ９, １１２円 ９１２円
要介護３ ９, ７８８円 ９７９円
要介護４ １０, ３４４円 １, ０３５円
要介護５ １０, ９３２円 １, ０９４円

　病状が安定し、病院から退院した方などが

在宅生活に復帰できるよう、医学的な管理の

もとに、リハビリテーションを中心とした医

療ケアを行います。

　介護老人保健施設（老人保健施設）

要介護

要介護

要介護

地域密着型
サービス
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多床室、療養病床を有する病院の利用(１日あたり)

要介護
状態区分 費用のめやす

自己負担分
（１割負担の場合）

要介護１ ７, ４７７円 ７４８円

要介護２ ８, ５１２円 ８５２円

要介護３ １０, ７０３円 １, ０７１円

要介護４ １１, ６６３円 １, １６７円

要介護５ １２, ４９１円 １, ２５０円

多床室を利用した場合（１日あたり）

要介護
状態区分 費用のめやす

自己負担分
（１割負担の場合）

要介護１ ８, ９９２円 ９００円

要介護２ １０, １８０円 １, ０１８円

要介護３ １２, ７６３円 １, ２７７円

要介護４ １３, ８５３円 １, ３８６円

要介護５ １４, ８４５円 １, ４８５円

　比較的病状が安定し、長期間の療養が必要

な方が入所する医療施設で、医療や看護また

は介護を行います。

※令和５年度末までの経過措置サービスです。

　日常的に医学管理が必要な方に、長期療養

のための医療や看護、日常生活上の世話を行

います。

　介護療養型医療施設（療養病床等）

　介護医療院

要介護

要介護
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在宅生活に必要な福祉用具の貸与・購入費の支給、住宅改修費の支給

①住所地の総合支所保健福祉課　(➡２２頁)

②住所地のあんしんすこやかセンター　(➡１７頁)
相談窓口

●福祉用具貸与
　福祉用具貸与の対象となるもの
〇手すり (工事不要なもの )　〇スロープ (工事不要なもの )　〇歩行器　〇歩行補助つえ

〇車いすとその付属品　〇特殊寝台とその付属品　〇床ずれ防止用具　〇体位変換器

〇認知症老人徘徊感知機器　〇移動用リフト(つり具を除く)　〇自動排泄物処理装置(要介護４以上)

※下線の貸与品目については、要介護１、要支援の方は一定の条件に当てはまる場合のみ対象とな

　ります。

◎福祉用具貸与の価格の１割～３割を自己負担とします。( 用具の種類、貸与事業者により費用が

　異なります。)

●福祉用具購入費の支給
　福祉用具を指定事業者より購入したとき、要介護認定を受けた被保険者にその費用の９割～７割

を支給します。

〇腰掛便座 (ポータブルトイレ等 )　〇自動排泄処理装置の交換可能部品　〇入浴補助用具

〇簡易浴槽　〇移動用リフトのつり具の部分

◎福祉用具購入費の支給限度基準額は年間１０万円。

※要介護状態区分にかかわらず、４月から翌年３月までで１０万円が限度です。

※同じ種目の購入は用途・機能が異なる、破損等、必要と認められる理由がある場合のみできます。

①費用の全額を指定販売業者に支払います。(貸付制度もあります。➡１０１頁参照 )

②申請書に被保険者本人あての領収書・カタログなどを添えて、住所地の総合支所保健福祉課へ申

　請します。

③支給限度基準額の費用の９割～７割分が申請者へ支給されます。

福祉用具貸与について
　利用者が適切な商品を選択するために、福祉用具専門相談員が機能や価格帯の異なる複数の
商品を利用者に提示することが制度化されています。また、貸与する商品の特徴、貸与価格及
び全国平均貸与価格についても、説明を受けることができます。

福祉用具購入費支給の対象となるもの

福祉用具購入から支給申請まで
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福祉用具を有効に活用するためには(有効活用ポイント)
　福祉用具貸与及び販売事業者には、福祉用具の利用に係るサービス計画書を作ることが義務
付けられています。下記のような内容を確認して、福祉用具を有効に活用してください。
　◆福祉用具の利用目的は何ですか。実際に役立つ用具を選びましたか。
　◆利用者の身体状況や意欲、介護者の介護方法に適合した用具を選びましたか。
　◆住宅環境整備や住宅改修の視野に入れた検討をしましたか。

※書類審査とあわせて訪問調査を実施する場合があります。

●住宅改修費の支給
　介護認定を受けている被保険者が転倒予防、生活環境整備などのために必要な小規模住宅改修

( 新築・増築を除く ) を行った場合、かかった費用の一部が支給されます。工事着工前に、担当の

ケアマネジャー等に相談し、区へ事前申請してください。

〇手すりの取付け　〇段差の解消

〇滑りの防止、移動の円滑化などのための床または通路面の材料の変更

〇引き戸などへの扉の取替え　〇洋式便器などへの便器の取替え

〇その他これらの工事に付帯して必要な工事

※屋外の通路 (敷地内 )などの改修工事も給付の対象となります。

◎住宅改修費の支給限度基準額は２０万円。自己負担は１割～３割。

※転居した場合や初めての改修工事から要介護等状態区分が３段階以上高くなった場合は再度支給

　を受けられます。(要介護等状態区分が３段階以上高くなった場合の再度支給は１回限りです。)

※２０万円を超える工事費用は全額自己負担となります。

※２０万円に達するまで、少額の工事を複数回行うこともできます。

①担当ケアマネジャー等に相談し、住宅改修理由書の作成を依頼します。

②改修事業者に工事予定の図面と見積書の作成を依頼します。

③事前申請書に住宅改修理由書、工事予定図面、工事前の写真、見積書、承諾書などを添えて、住

　所地の総合支所保健福祉課へ申請します。

④介護保険課にて書類の審査を行い、工事着工の事前申請確認通知書を発送します。書類到着後、

　工事を実施し、改修事業者へ費用の全額を支払います。改修事業者へ給付費の受領を委任する場

　合は、対象費用の１割～３割を支払います。

⑤工事完了報告書兼支給申請書に領収書及び改修前後の写真を添えて、住所地の総合支所保健福祉

　課へ申請します。

⑥対象費用の９割～７割分が申請者か受領委任先の改修事業者へ支給されます。

※書類審査とあわせて訪問調査を実施する場合があります。

住宅改修支給の対象となる改修

住宅改修から支給申請まで
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●居宅サービスおよび地域密着型サービスを利用した場合
　利用者の負担額は、かかった費用の１割～３割です。

　１か月あたりの利用上限 (支給限度基準額 )を超えた費用は全額自己負担になります。

利用者負担と支給限度額

◆区分支給限度基準額 (１か月あたり )　

要介護状態区分 支給限度基準額（利用金額の目安）

要介護１ １６, ７６５単位　（ １９１,１２１円   ）  

要介護２ １９, ７０５単位　（ ２２４,６３７円   ）

要介護３ ２７, ０４８単位　（ ３０８,３４７円   ）

要介護４ ３０, ９３８単位　（ ３５２,６９３円   ）

要介護５ ３６, ２１７単位　（ ４１２,８７３円   ）

要支援１・事業対象者 　５, ０３２単位　　（ ５７,３６４円   ） 

要支援２ １０, ５３１単位   （ １２０,０５３円   ）

※１単位当たりの金額は、サービスを提供する事業所が所在する地域やサービスの種類によって異

　なります。(世田谷区内でサービスを利用した場合、１単位あたり１０～１１.４０円 )

※特定施設入居者生活介護 ( 短期利用は除く )、認知症対応型共同生活介護 ( 短期利用は除く )、

地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、居宅療養管

理指導、福祉用具購入費、住宅改修費等は、支給限度基準額の算定に用いません。

●施設サービスを利用した場合
 利用者は①施設サービス費の自己負担分 ( １割～３割 )、②居住費、③食費、④日常生活費の合

計額を負担します。

※おむつ代は、施設サービス費に含まれています。

●高額介護サービス費等の支給
　居宅サービスや施設サービスの１か月あたりの利用者負担額 (保険給付対象額 )の合計額 (同じ

世帯に複数の利用者がいる場合は世帯の合計額 )が次項の利用者負担上限額を超えた場合、超え

た額を高額介護サービス費等として支給し利用者の負担を軽減します。

利用者負担軽減

１か月の利用者の
負担額合計

利用者負担
上限額

高額介護
サービス費等支給額

　4 サービスを利用するときの費用負担
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●申請方法
　該当すると見込まれる方には、サービス利用のおおむね３か月後にお知らせと申請書をお送りし

ますので、介護保険課へ申請してください。なお、一度申請していただくと、その後の申請は不要

です。（振込先の口座を変更するときは、再度申請が必要です。）

　※支給までの貸付制度（下記参照）もあります。

【問 合 せ】介護保険課　保険給付係（➡７５頁）

　

　介護保険で現金給付されるサービスについて、一時的に本人が立て替えるための経費の一部

を貸し付けます。

【貸付の対象】・・・・高額介護サービス費等、福祉用具購入費、住宅改修費

【貸付限度額】・・・・高額介護サービス費等・・・利用者負担額を超えた額の一部

　　　　　　　　　　福祉用具購入費、住宅改修費・・・現金給付される額の一部

【問 合 せ】・・・・介護保険サービスについて　　　　　　

　　　　　　　　  　介護保険課保険給付係　☎ ５４３２- ２６４６　  ５４３２- ３０４２
　　　　　　　　 資金の貸付について
                 　国保・年金課管理係　　☎ ５４３２- ２３２８　  ５４３２- ３０３８

【申 込 み】・・・・住所地の総合支所保健福祉課(➡２２頁)

現金給付(償還払い)される介護保険サービスの資金貸与(区の制度)

高額介護サービス費等の対象とならないもの
〇福祉用具購入費および住宅改修費の１割～３割負担分

〇施設サービス費等の食費・居住（滞在）費や日常生活費、介護保険の給付象外の利用者負担分

〇支給限度基準額を超える利用者負担

※１　合計所得金額の詳細は、７８頁の「合計所得金額とは」を参照。

■自己負担上限額 (１か月あたり )

  高額介護サービス費等の対象となる方 利用者負担上限額

現役並み所得者

課税所得６９０万円以上（年収約１, １６０万円以上） 　　　１４０, １００円（世帯）

課税所得３８０万円～６９０万円未満
（年収約７７０万円～約１, １６０万円未満） ９３, ０００円（世帯）

課税所得１４５万円～３８０万円未満
（年収約３８３万円～約７７０万円未満） ４４, ４００円（世帯）

住民税課税者がいる世帯（現役並み所得者がいる世帯を除く） ４４, ４００円（世帯）

世帯全員が住民税非課税 ２４, ６００円（世帯）
①年金収入額と合計所得金額※１（年金に係る雑所得　金額を除く）
　の合計が８０万円以下の方
②老齢福祉年金受給者

　　    １５, ０００円  (個人）

生活保護を受給している方 １５, ０００円  (個人）
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●高額医療合算介護 (介護予防 )サービス費の支給
　介護保険と医療保険の両方を利用し、合算した年間 (８月～翌年７月分 )の自己負担額が医療保

険における世帯単位で限度額を超えた場合、超えた額を申請により支給します。

(支給申請先は各医療保険者となります。)

●特定入所者介護（介護予防）サービス費の支給（食費・居住（滞在費）の軽減）
　介護保険施設の入所・ショートステイ利用の際に、低所得者の方の負担が過重とならないよう、

一定の要件を満たす方は、申請により交付される「介護保険負担限度額認定証」を施設に提示する

ことにより、食費・居住 (滞在 )費の自己負担が軽減されます。なお、軽減される金額は、本人の

年金収入額等に応じて異なります。

　令和３年８月より対象となる要件等が１０３頁の表のように変更されます。なお、非該当の方(利

用者負担段階第４段階 )は、国が定めた基準費用額を参考に施設との契約により決まります。

◆対象サービス
　〇介護老人福祉施設　〇介護老人保健施設　〇介護療養型医療施設　〇介護医療院　

　〇短期入所生活介護　〇短期入所療養介護　〇介護予防短期入所生活介護　

　〇介護予防短期入所療養介護　〇地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

◆対象者
　以下の条件を全て満たす方が対象となります。

　①住民税非課税世帯 (世帯全員が住民税非課税 )であること

　②配偶者がいる場合は、別世帯であっても配偶者の住民税が非課税であること

　③預貯金・有価証券等の金額が一定額以下であること

　※預貯金・有価証券等の要件については、その方の所得に応じて異なった金額が設定されます。

　　詳しくは１０３頁の表（資産に関する要件）をご覧ください。

◆高額医療合算介護 (介護予防 )サービス費の算定基準額 (限度額 )

区　　　　分 負担限度額
（年間）

基
準
総
所
得
額

９０１万円超 ２１２万円

６００万円超～９０１万円以下 １４１万円

２１０万円超～６００万円以下 ６７万円

２１０万円以下 ６０万円

住民税非課税世帯 ３４万円

区　　　　分 負担限度額
（年間）

課税所得６９０万円以上現役並所得者Ⅲ ２１２万円

課税所得３８０万円以上現役並所得者Ⅱ １４１万円

課税所得１４５万円以上現役並所得者Ⅰ ６７万円

一般（住民税課税世帯） ５６万円

低所得者Ⅱ（住民税非課税世帯） ３１万円

低所得者Ⅰ（住民税非課税世帯）※２ １９万円

※１　基準総所得額＝前年度の総所得金額等－基礎控除３３万円。

※２　低所得Ⅰとは、世帯全員が住民税非課税でかつ年金収入が８０万円以下で、その他の所得がない方又は老齢福祉

　　　年金受給者です。なお、給付を受けるには市区町村への申請が必要です。

【７０歳未満の方】 【７０歳以上の方】

※１
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◆利用者負担段階区分ごとの対象者と費用負担額一覧表

区分
対象者 １日あたりの居住費（滞在費） １日あたり

の食費
( )はショート
ステイの場合所得に関する要件 資産に関する

要件
ユニット型

個室
ユニット型

個室的多床室
従来型
個室 多床室

第１段階 住民税世帯非課税の老齢福祉年
金受給者又は生活保護受給者 なし ８２０円 ４９０円 ４９０円

３２０円 ０円 ３００円
( ３００円）

第２段階

住民税世帯非課税で合計所得金額
（年金に係る雑所得金額を除く）

及び年金収入額の合計

６５０万円以下
(夫婦の場合

１, ６５０万円以下) ８２０円 ４９０円 ４９０円
４２０円 ３７０円 ３９０円

( ６００円)
年間８０万円以下

第３段階
①

年間８０万円超
１２０万円以下

５５０万円以下
(夫婦の場合

１, ５５０万円以下)
１, ３１０円 １, ３１０円 １, ３１０円

８２０円 ３７０円 ６５０円
( １, ０００円)

第３段階
② 年間１２０万円超

５００万円以下
(夫婦の場合

１, ５００万円以下)
１, ３１０円 １, ３１０円 １, ３１０円

８２０円 ３７０円 １, ３６０円
( １, ３００円)

第４段階 非該当の方
（基準費用額） ２, ００６円 １, ６６８円 １, ６６８円

１, １７１円
３７７円
８５５円

１, ４４５円
( １. ４４５円)

※第２号被保険者の方の資産に関する要件は、１,０００万円以下(夫婦の場合は２,０００万円以下)です。

※合計所得金額の詳細は、７８頁の「合計所得金額とは」を参照。

※従来型個室および多床室の各利用者負担段階別の金額（２段書き）について

　上段…介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院、短期入所療養介護、介護予防短期入所療養介護の各サー

　　　ビスを利用した場合の負担額

　下段…介護老人福祉施設、短期入所生活介護、介護予防短期入所生活介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生

　　　活介護の各サービスを利用した場合の負担額

【問 合 せ】 介護保険課　保険給付係(➡７５頁)

●生計困難者等に対する利用者負担額軽減事業（さくら証）
　所得が低く、下記の要件を満たす対象者の方に対して、介護サービス等利用時のご本人負担分の

一部を軽減します。軽減を受けるには、区に申請して「生計困難者等に対する利用者負担額軽減確

認証（さくら証）」の交付を受け、サービス利用時に事業者へさくら証を提示する必要があります。

◆対象者
　住民税が非課税世帯で、次の要件をすべて満たす方

　①世帯の収入が１５０万円以下 (単身世帯。１人増すごとに５０万円追加 )

　②世帯の預貯金等の額が３５０万円以下 (単身世帯。１人増すごとに１００万円追加 )

　③日常生活に供する資産以外に活用できる資産がない

　④負担能力のある親族等に扶養されていない

　⑤介護保険料を滞納していない
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◆軽減内容
　あらかじめ区へ軽減実施の申し出を行った事業者のサービスのみ対象です。サービスの種類や事

業者により軽減率が異なりますので、サービスを利用する前に事業者にご確認ください。介護サー

ビス費を６０％または５０％軽減、事業者によっては加えて食費・居住（滞在）費を２５％軽減し

ます。

　なお、生活保護受給者は、短期入所生活介護（介護予防含む）、地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護、介護福祉施設サービスの個室の居住（滞在）費が対象です。

【問合せ・申込み】住所地の総合支所保健福祉課(➡２２頁)

◆対象サービス (介護予防含む )

〇訪問介護　〇通所介護　〇短期入所生活介護　〇訪問入浴介護　〇訪問看護　

〇訪問リハビリテーション　〇通所リハビリテーション　〇短期入所療養介護

〇定期巡回・随時対応型訪問介護看護　〇夜間対応型訪問介護　〇地域密着型通所介護　

〇認知症対応型通所介護　〇小規模多機能型居宅介護

〇地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護　〇看護小規模多機能型居宅介護　

〇介護福祉施設サービス　（特別養護老人ホーム）　〇総合事業訪問介護サービス　

〇総合事業生活援助サービス　〇支えあいサービス　〇総合事業通所介護サービス　

〇総合事業運動器機能向上サービス　〇介護予防筋力アップ教室　
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①まず、サービスを提供している事業者

　にお伝えください。

・担当者や苦情受付担当者に言う。

・利用者懇談会、投書箱、手紙などで

　伝える。

・苦情解決のための「第三者委員」に

　相談する。

※事業者には、①苦情受付担当者、②

　苦情解決責任者、③第三者委員を置

　いて、苦情解決にあたることが求め

　られ、これらは利用契約書（重要事

　項説明書）に記載されることになっ

　ています。

②それでも解決できない、事業者に直接言いにくい、区が提供しているサービスの場合は、お住ま
いの住所地を担当している総合支所の保健福祉課地域支援担当またはあんしんすこやかセンター
までご相談ください。

③上記に相談したけど…納得できない、解決しない場合は、次の窓口があります。

　苦情審査会は、外部委員（弁護士、医師、大学教授、社会福祉士等）で構成されており、第三者

の立場から中立公正な審査を行い、区長に意見を述べます。区長は苦情審査会の意見を尊重し、サー

ビス等の改善に努めます。

　苦情の申立ては、本人や家族、民生委員などができます。専門の調査員（事務局職員）が苦情内

容を伺い、申立て手続きをお手伝いします。なお、内容によっては申立てに応じられない場合もあ

りますので、まずはご相談ください。

【問 合 せ】　保健福祉サービス苦情審査会事務局
　　　　　　（保健福祉政策部　保健福祉政策課指導・サービス向上担当）
　　　　　　☎ ５４３２- ２６０５　  ５４３２- ３０１７
【受付時間】　午前８時３０分～午後５時（土・日・祝日、１２月２９日～１月３日を除く）

高齢福祉・介護サービスの苦情・相談

世田谷区保健福祉サービス苦情審査会

高齢者福祉・介護サービスの苦情・相談の流れ

③その他、窓口があります。

世田谷区保健福祉
サービス苦情審査会

東京都国民健康
保険団体連合会

福祉サービス運営
適正化委員会

解決①事業者に伝える

解決しない

解決
②区の窓口
　（保健福祉課またはあんしんすこやかセンター）
　に伝える

納得できない、解決しない

　5 高齢福祉・介護サービスの苦情・相談
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東京都国民健康保険団体連合会
～介護サービスで不満や苦情があるとき～

　介護保険サービス及び、区市町村が実施する「介護予防・日常生活支援総合事業」のサービスに

関する苦情について、区市町村において対応困難な場合や、利用者の方が希望する場合は、必要に

応じて公正・中立な立場で指定居宅サービス事業者等に対し、調査を行い、事業者が提供している

サービスに改善の必要があると思われるときは、苦情処理委員会の意見を聞いたうえで、指導・助

言を行っています。

【問 合 せ】　☎ ６２３８- ０１７７（苦情相談窓口専用）
　　　　　　〒１０２- ００７２　千代田区飯田橋３- ５- １　東京都区政会館１０階
【受付時間】　午前９時～午後５時（土・日・祝日、１２月２９日～１月３日を除く）

福祉サービス運営適正化委員会
～地元では相談したくない、対応してもらったがまだ不満、という場合～

（福）東京都社会福祉協議会に設置されている第三者機関で社会福祉や法律、医療などの専門知識

を備えた委員が公正・中立な立場から、解決のための相談、助言、調査、あっせんを行っています。

　※介護保険制度の対象となる介護保険サービスの苦情は、介護保険制度（区市町村、東京都国民

　　健康保険団体連合会）で対応することが基本となりますが、運営適正化委員会に申し出ること

　　もできます。ただし、苦情対応の対象となる福祉サービスは、訪問介護、通所介護、短期入所

　　生活介護、認知症対応型共同生活介護、指定介護老人福祉施設のサービスに限られます。

【問 合 せ】　☎ ５２８３-７０２０　  ５２８３-６９９７
　　　　　　〒１０１- ００６２　千代田区神田駿河台１- ８- １１　東京YWCA会館３階
【受付時間】　午前９時～午後５時（土・日・祝日、１２月２９日～１月３日を除く）


